













































































































れた。それに基づき，2003 年に第 1次循環基本計画，さらに 2008 年に第 2 次循環基














































治体は 1997 年当時 20％を下回っていたものが，2006 年には 90％1）を超えるに至っ
た。それに伴い，資源回収量も着実に増加してきている。さらにリサイクル率そのも
のにも改善がみられ，一定の成果をあげたことがわかる。しかし，依然として家庭か




の改正法は，（1）容器包装廃棄物の 3 R の推進，（2）リサイクルに要する社会全体の
コストの効率化，（3）国，自治体，事業者，国民等すべての関係者の連携，の 3点を
意識している。特に（3）については普及活動の取り組みが積極的に検討され，具体























リプロピレンがともに 287 万トン，ポリ塩化ビニルが 180 万トン，ポリスチレンが 87































は 758 万トン（76％）で，その内訳は図 1に示すようにマテリアルリサイクルが 214









2004 1446 1136 1013
2005 1451 1159 1006
2006 1445 1120 1005
2007 1465 1103 994
2008 1345 1089 998 図 1 2008 年リサイクル種別


















ルが行われる以前の 2005 年度と比較すると，総発電量が 9.9 kW/h から 10.3 kW/h へ



























プラスチック処理促進協会の 2009 年資料によると，マテリアルリサイクルの 2008
年内訳は使用済み製品が 128 万トン（59.9％）に対し，生産・加工ロス品が 86 万ト







図 2 に示すように容リ法が施行された 1997 年には 10％ 未満であった回収率はその
10 年後に 70％近くにまで上昇し，2008 年には 80％に迫る勢いである。2005 年から
回収率の算定基準が変更になり，それ以前より低く見積もられることになったので，
同一基準では約十年で回収率は 8倍になったともいえるのである。この値は回収率の
国際比較においても最高水準であることが図 3 から明らかである。この 10 年間，米
国がほぼ横ばいで 25％程度を示してきたのに対し，2000 年度以降は米国を抜き，さ











































図 2 PET ボトルの回収率
（PET ボトルリサイクル推進協議会 2009 年度資料）
図 3 PET ボトル回収率の日米欧の比較
（PET ボトルリサイクル推進協議会 2009 年度資料）






























しかしそのような中，2008 年 9 月にリーマンショックに端を発した世界同時金融
危機の影響で，旺盛だった廃 PET 材料の輸出が大きく落ち込むことになった。図 4







（PET ボトルリサイクル推進協議会 2009 年度資料）

































年から 5 年をかけてプロジェクトチームを発足させ，2050 年に温室効果ガスである




そのプロジェクトの中で，「低炭素社会に向けた 12 の方策」を提言している。表 4
に掲げる方策のうち，4 や 10 については，環境調和型材料として検討するバイオマ
ス材料そのものが戦略の一つになる。1, 2, 8, 9 においては製品や環境性能を支えるた
めの材料研究がこれらの方策を支える要の一つとなることを明らかにしている。また












































































国のバイオマス賦存量は 3 億 1500 万トンであると見積もられている。その大半が廃




























































（林 隆紀 はやし たかのり）
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